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報告内容

1. ゼロカーボンを進める背景

2. 浜田市ゼロカーボン宣言

3. 地産地消のエネルギーと経済循環

4. 脱炭素と大学との連携

5. 島根県立大学浜田キャンパスの事例
• キャンパス内の電力使用量、発電可能量（太陽光）、熱電供給（木質
バイオマス熱電供給）、

• 地域活動支援との連携の可能性：ソーラーカーポートとシェアカー
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1.ゼロカーボンを進める背景
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4（出典）「令和2年版環境・循環型社会・生物多様性白書」図1-2-５

大気中のCO2平均濃度の推移



5
（出典）第6次評価報告書第1作業部会の報告『気候変動- 自然科学的根拠』2021年8月9日「政策決定者向け要約」気象庁による暫定訳

「人間の影響が大気、海洋及び陸域を温暖化させてきたことには疑う余地がない。
大気、海洋、雪氷圏及び生物圏において、広範囲かつ急速な変化が現れている。」



化石燃料からの転換に合意

•国連気候変動枠組条約締結国会議（COP28）
•ドバイ、2023年11月30日-12月13日

• 2050年ネットゼロのために、エネルギーシステムでは化石燃
料からの転換に合意

•太陽光や風力などの再生エネを2030年までに現状の3倍に拡
大、エネルギー効率改善を倍増させる。
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世界の気温上昇を1.5℃以内に抑えるためには2050年カーボンニュートラル実現が不可欠で
あり、そのためには脱炭素化に向けた各産業の抜本的な改革が必要
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カーボンニュートラル
（炭素排出量実質ゼロ）をめざす動き
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カーボンニュートラルを目指して
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不要な化石燃料
を燃やさない

CO2排出の少ないエネ
ルギー源を選択する

木などでCO2を吸
収する



2.浜田市ゼロカーボン宣言
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日本の政策動向と自治体目標
【2030年】46％削減

（50%の高みを目指す）
→自治体もこのレベルの目標を
求められる

【2050年】 排出実質ゼロ
→自治体も排出ゼロ目標へ
日本全体では削減しにくい排出の
削減(CO2以外など)。

図出典）時事ドット・コムニュース「「４６％削減」問われる具体策 野心的目標、政治主導で決断―気
候変動」2021年4月24日、https://www.jiji.com/jc/article?k=2021042301131&g=pol

※まずは排出削減が優先として、
自治体が「森林吸収」をどう扱うかについて
は別途議論が必要。
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ゼロカーボン表明
自治体

「地域脱炭素ロードマップ」（令和３年６月）：
「地域脱炭素は、地域の成長戦略であり、地域が
主役になって、再エネ等の地域資源を最大限活用
して経済を循環させ、地域課題を同時解決し、地

方創生に貢献できるもの」

脱炭素に向けた取組を地域経済の活性化
や地域課題の解決につなげることが鍵
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浜田市：ゼロカーボンシティ表明

2022年9月1日 ９月定例市議会の開会日の全員協議会で市長がゼ
ロカーボンシティを表明し、その直後に同様の記者会見を開催し
公表

1. 市民とともに学ぶ環境づくり事業

2. 地域の再生可能エネルギー導入支援事業

3. 公共施設への再生可能エネルギー導入支援事業

2024年度『浜田市地球温暖化対策推進計画（区域施策編）』作成。
2030年までに、2013年比でCO2排出量-52％に。（BAUだと-30％）
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浜田市再生可能エネルギー導入の方針
再生可能エネルギー（電力） 導入率

太陽光（建物系） 47％ 新築・既築住宅への太陽光発電導入（全世帯20％）
事業所への太陽光発電導入（全事業所の30％）

太陽光（土地系） 7％ 営農型太陽光発電（耕作地の5％、耕作放棄地の10％）

陸上風力 23％ 既存FIT認定分

洋上風力 0％

木質バイオマス 0.00002％

2030年度-52％削減目標達成に向けた評価指標（KPI）

再生可能エネルギー（電力） KPI

太陽光発電が設置可能な市の公共施設への設置割 50％

市が調達する電力の再エネ由来電源の割合 60％

市の公共施設のLED証明の導入割合 100％

市の公用車で導入可能な車種の電動化（EV）割合 100％

市の公共施設の新築建物の平均で外部会厭ルギーに頼る割合 ZEB Ready (50%) 14



3.地産地消のエネルギーと経済
循環
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エネルギーの地域内自給率・還元率
（地域内経済循環の視点）

地方創生（地域経済・雇用・人口への）効果

①エネルギー起源

CO2排出量

【万t-CO2】 【PJ 】 【%】 【人】 【億円】

2018年 2018年 2018年 2050年 人 億円

(1)北海道石狩市 56.95 0.02 (0.3) 226 96 1500 200

(2)福島県会津若松市 99.02 0.126 (1.2) 384 197 N.A.
注２)

N.A.
注２)

(3)山梨県北杜市 23.6 0.053 (1.9) 118 45 350 52

(4)岡山県西粟倉村 0.97 0.018 (15.0) 4.1 2 20 20

(5)島根県邑南町 7.12 0.034 (5.0) 30 14 100 140

(6)鹿児島県知名町 3.5 0.009 (3.0) 14 6 60 80

注1)地域が出資し売電収入が地域の所得になっているもののみ算出した(本社所在地が地域でも、売電収入が地域外に流出している場合には除外。

　　加えて、再エネ熱について、産業部門の再エネ熱未活用熱で他国・他県産とみられる産業があるものについても除外している。）

注2)新規雇用創出目標・経済波及効果は各県作成のレビューシートを用いて算定した。ただし福島県は公表されておらず、会津若松市は算定なし。

②エネルギーの地域

内自給量・割合
注１）

③ゼロカーボンによる光熱

費対外支払い額推計

（地方創生直接効果）

【参考】③の地方創生間接効果

(光熱費対外支払い額削減分を将来設備

投資に回した場合の経済波及効果）

【億円】

重藤さわ子・歌川学・堀尾正靱（2023）「「地方創生ゼロカーボン」達成に向けた政策上の課題－先進事例自治体調査結果を踏まえて－」、環境経済・政策学会2023年大会、東海大学湘南キャンパス
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エネルギー
消費量削減

光熱費
削減

設備投資
費増加

可処分所
得増加

地域内事業者
(1次産業含む)
受注額増

地域内消費額増

エネルギー・電力
自給量増加

再エネ・
再エネ電力可能性

新規
事業化

コスト
削減

雇用・人口増
暮らしの質向上

図出典）内閣府（2023）「地域のための地方創生ゼロカーボン実務担当マニュアル」令和4年度内閣府地方
創生ゼロカーボン推進事業

省エネ 創エネ

地方創生

経済循環

ゼロカーボンと地方創生の俯瞰的理解
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電気が家庭に届くまで・・・

油田 パイプライン 港 原油輸送 日本

製油重油輸送発電所変電・送電家庭
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日本のエネルギー消費構造
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冷房

2.7%
暖房

24.7%

給湯

28.8%
ちゅう房

9.9%

動力・照

明他

33.9%

2019年度

30,809
MＪ/世帯

世帯のエネルギー消費構造

熱 6割電気
4割 原子力

損失水力・地熱

（出典） https://www.energy.iis.u-tokyo.ac.jp/html_seminar/20080229/20080229tsutsumi.pdf

総廃棄熱量

民生用

石炭

石油

天然
ガス

遠くからエネルギーを持ってくると
無駄が多い



CO2削減・吸収クレジット

https://japancredit.go.jp/about/outline/

CO2

都市 農村

クレジット

お金
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地球温暖化対策計画にてＪークレジット認証量の目標を設定。
2021年10月22日に閣議決定された地球温暖化対策計画にて、 
2030年度の目標値は1,500万t-CO2。

Ｊ－クレジット制度事務局（2023年9月）「Ｊ－クレジット制度について （データ集）」
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クレジット入札販売

Ｊ－クレジット制度事務局（2023年9月）「Ｊ－クレジット制度について （データ集）」
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• Jクレジットによる認証、売却システム
• 現在の取引価格は約3,000円/トンで上昇基調（EUは10,000円/トン）
• 薪ストーブにも適応可能

山形県のペレットストーブに対するCO2排出削減量クレジット化
の例
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4.脱炭素と大学との連携
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5.浜田キャンパスの事例
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浜田キャンパスエネルギー使用量

学生会館, 

13,057, 13%

エネルギーセ

ンター空調, 

87,623, 87%

交流センター

給湯機械室, 

264, 0%

体育館, 2, 0%

年間ガス使用量（㎥）

学生会館 エネルギーセンター空調

交流センター給湯機械室 体育館
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月間ガス使用量（㎥）

学生会館 エネルギーセンター空調 交流センター給湯機械室 体育館
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ガス使用量とCO2排出量

•年間ガス使用量：88,549 ㎥

•都市ガス排出係数： 22.23 kg-CO2/㎥

•浜田キャンパス年間CO2排出量（ガス由来）：197.5 t-CO2/年

•ガス料金
• ガス冷暖房機使用：第一種 66,000円＋550円／㎥

• 48,767,950円／年
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浜田キャンパス電力使用量

0.0
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100.0
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12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月

大学＋学生寮の月間電気使用量（MWh/月）

大学 学生寮 国際交流会館
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電気使用量とCO2排出量

•年間電力使用量 1,997 MWh/年（469世帯分）

• CO2排出係数 0.552 kg-CO2/kwh

• CO2排出量 1,102 t-CO2/年

•電気料金
• 支払い金額から推計 32.65 円/kwh

• 年間電気料金 65,224,443 円

世帯

平均的な世帯の電力使用量
4,258kwh/年
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浜田キャンパス（大学＋学生寮）
電気とガス
•年間CO2排出量 約 1,300t-CO2/年（交通含めず）
• 浜田市のCO2排出量の11％

•年間支払い金額： 1.1 億円/年

CO2排出量（大学、寮）

ガス由来 電気由来

参考：浜田市年間CO2排出量
11,650t-CO2/年（2020年時点）
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発電可能場所：太陽光パネル

• 屋根の上（平面）
• 景観に配慮、壁には設置しない、湾曲面には配置しない

• 駐車場の上
• バスなど、大型車両が入るスペースの確保
• 教職員・学生用駐車場
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発電量の推計

• 学内設置可能面積
• 18,587 ㎡

• 太陽光パネル発電容量
• 200 ｗ/㎡
• 設置可能発電容量：3,717 kW

• 年間予想発電量（kWh/年）＝H×K×P× 365÷1
• Ｈ：設置面の１日あたりの年平均日射量（kWh/㎡/日）

• 島根県年平均：3.61kwh/㎡/日（気象庁）

• Ｋ：損失係数：73%
• Ｐ：システム容量（kW）
• 365：年間日数
• １：標準状態における日射強度 （kW/㎡）
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年間発電可能量と費用

• 年間発電可能量 ＝ 3,576 MWh/年
• 840世帯分
• 大学全体の年間電力使用量の1.79倍

• 太陽光パネル設置費用
• 事業用相場：500kWで8,000万円
• 3,714kWを設置した場合、59,478万円（およそ6億円）

• 電力固定買い取り制度で販売した場合
• 太陽光発電：17円/kwh
• 全量販売：6,0792 万円/年（託送料等を含まず）
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蓄電池の価格相場

参考：定置用蓄電システム普及拡大検討会 https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/storage_system/pdf/003_04_00.pdf

2030年目標値：5万円/kWh
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浜田キャンパス学生の地域活動と交通事情

• 地域活動のネック：交通手段がない
• 地域活動のための自家用車ニーズの確認（田中輝美研究室、寺迫麟
さん）
• 大学生180名アンケート

学年構成

1年生 2年生 3年生 4年生以上

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1年生

2年生

3年生

4年生以上

住宅状況

寮生活 一人暮らし シェアハウス 実家暮らし 38



免許・車の有無
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地域活動の現状と車があった場合の活動
希望頻度

現時点での地域活動頻度

週5回以上 週に3から5回程度 週に1から2回程度

1ヶ月に一度 ほぼしていない

車があった場合の地域活動頻度

週5回以上 週に3から5回程度 週に1から2回程度

1ヶ月に一度 ほぼしていない
40



地域活動に限定した車の利用希望
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140

160

持っている 持っていない

地域活動に限定した車を借りたいか

借りる 借りない
0 10 20 30 40 50 60 70 80

利用したい

１人でも利用できるなら利用したい

料金が下がれば利用したい

必要がないので利用しない

・地域活動に限定
・費用はガソリンのみ

・地域活動に参加する際、２人以上で乗るという条
件で１人あたり片道700円の乗合タクシーを利用でき
るとしたら利用しますか（複数回答可） 41



金沢工業大学：大学内ステーションEVシェアカー

三井不動産×東京大学発スタートアップ「Yanekara」 
カーシェアEV車両のスマート充電を活用した実証実験42



脱炭素を進めるにあたって

•脱炭素×○○
• 「循環」、「課題との連携」

•長期的視点から投資を

•みんなで学び合う場所＋人材育成
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島根西部の脱炭素の取組み

風力発電

＋

売電

＜地域内＞

新エネルギー会社

水力発電

太陽光余剰電力 メガソー
ラー

電力供給

電気料金

＜地域内＞

売電

地域アイデ
ンティティ
の醸成

地域間依存
と連携

地域サービ
スとの連携

木質バイオマス熱・発電

観光教育への活用

漁業
林業

農業

新規事業への
投資

再エネ・省エネ
設備導入の支援

地域サービス
の強化

売電 Jクレジット

経済循環効果

良好な地域コ
ミュニティ

地域内波
及効果

発電所建設の
合意形成への
活用

林業振興×脱
炭素×エネル
ギー自給

チップ工場

太陽光(PPA)

地域新電力
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